
総合計画（後期計画）における行政経営方針（仮）の位置づけ

人口減少や少子高齢化の進展により、税収が減少し、厳しい財政運営が見込まれる状況におい
て、総合計画を推進していくためには、メリハリを効かせた行政経営の方針を明確に打ち出す
必要があります。

＜イメージ＞

行政経営方針（仮）



３ 政策の推進にあたっての行政経営方針(仮)

・少子高齢化による人口減少の急進、地域経済の縮小の懸念

・新型コロナウイルス感染症の影響による市税等の減収の懸念

・合併財政特例措置である普通交付税合併算定替えの終了(令和2年度)

・基金の取崩しに依存した財政収支

・経済情勢の変動・災害などによる財源不足や年度間の不均衡調整等

のための備え（財源）の確保

・目まぐるしい時代の変化に柔軟に対応できる安定的な財政基盤の整

備に注力することが急務

■現状・課題

・何に対し優先的に財政資源を配分すべきか、いかなる事業（投資）

が本市発展という果実（成果）をもたらすのか、メリハリを利かせ

た（優先順位に従った）行政経営の推進。

・上記推進のため、市民理解が重要であり情報公開がより大事。

■基本的な考え方

①持続可能な財政基盤づくり 財政収支の構造改善、公共施設適正化など

②効率的な行財政運営の推進 事務事業評価 など

③市民への積極的な情報発信 市民との共有（伝わる発信）など

方

針

（骨子案）

（注）指標の設定・位置付けについて検討中


